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1.2024 年度日本語教育機関調査結果 

（注）2024 年度日本語教育機関調査は、2024 年 9 月～12 月に国際交流基金（JF）が実施した調査です。また、

調査対象となった機関の中から、回答のあった機関の結果を取りまとめたものです。そのため、当ページの文中

の数値とは異なる場合があります。 

「海外日本語教育機関調査」のページへ 

 

2.日本語教育の実施状況  

全体的状況  

沿革 

 タンザニアにおける日本語教育は 2009 年 10 月ドドマ国立大学人文学部に開設された日本語講座が初めてで

あり、それまで日本語教育機関は皆無であった。2009 年に選択科目としての日本語講座が開設され、翌 2010 年

10 月に日本語主専攻プログラムが開設された。しかし、教師陣の不足により、同大学は 2013‐14 年度以降、日

本語主専攻プログラムの新入生の受け入れを行っていない。2015-2016 年の 1 名を最後に、日本語を専攻してい

る学生はいない。2020 年 3 月までは選択科目としての日本語講座が開催されていたが、2020 年 3 月に新型コロ

ナウイルス感染症の流行を受けて、それまで同大学で日本語指導を行っていた JICA ボランティアが帰国してか

らは、日本語の授業は開講されていない。  

 

背景 

機関数 教師数 学習者数 機関数 教師数 学習者数 機関数 教師数 学習者数 機関数 教師数 学習者数 機関数 教師数 学習者数

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

初等教育 中等教育 高等教育 学校教育以外 全体の合計

https://www.jpf.go.jp/j/project/japanese/survey/area/country/index.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/tanzania/index.html
https://www.tz.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.tz.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jpf.go.jp/j/project/japanese/survey/result/index.html
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 同大学で欧米諸国言語のみならず、日本語講座が開講された背景には、タンザニア政府が観光業促進のために

力を入れている方策の一つである、サービスの多言語化が挙げられる。さまざまな専攻の学生に対して東洋言語

に触れる機会を与えることを目的に、選択科目としての日本語講座が開講され、また、諸外国語の専門家を育成

することを目的に日本語主専攻プログラムが開設された。  

 

特徴 

 タンザニアは日系企業・日本関連機関が少なく、ビジネス場面での日本語の需要は決して高いとは言えない状

況であり、まだまだ日本の知名度も低いが、日本への関心は近年高まっている。日本語学習者の多くは、日本の

技術や経済分野に興味を持ち、自身のキャリアアップのために日本語を学んでいる。  

 

最新動向  

 2020 年 4 月以降、ドドマ大学における日本語教師は不在となり、日本語の授業は開講されていないため、選

択科目として日本語を学習している学生もいない。2018－19 年度においては、選択科目として日本語を履修し

た学生は、第 1 学期が 114 名、第 2 学期が 107 名（文学部、観光学専攻、英語学専攻､ フランス語専攻、韓国

語専攻、アラビア語専攻）であった。なお、2017-18 年度の選択科目としての日本語履修者は、第 1 学期が 122

名、第 2 学期が 52 名であった（第 1 学期に多くを占めていた観光学専攻 2 年生が､第 2 学期にフィールドワー

クなどが重なり履修しなかったため､人数が大幅に減った。また、1 年時に中国語、2 年時に日本語、3 年時にロ

シア語など、選択外国語を変更することが認められていた）。2016-17 年度の日本語受講生は、第一学期が 78 名、

第 2 学期が 61 名であった。 

 2018 年 2 月には、同大学で初となる第 1 回ドドマ大学日本語スピーチコンテストが実施され、優勝者は同年

3 月にナイロビで開催された東アフリカ日本語スピーチコンテストに出場し、2 位入賞を果たした。2019 年 2 月

に開催された第 2 回ドドマ大学スピーチコンテストの優勝者も、同年 3 月に同年 3 月にナイロビで開催された東

アフリカ日本語スピーチコンテストに出場し、3 位入賞を果たした。 2020 年 3 月に新型コロナウイルス感染症

の流行を受けて、それまで同大学で日本語指導を行っていた JICA ボランティアが帰国した後の 2021 年度から、

日本語の授業は開講されていない。 

 

教育段階別の状況  

初等教育 

 日本語教育の実施は確認されていない。  

 

中等教育 

 タンザニア各地の中等教育機関に派遣されている JICA 海外協力隊員が非公式的だが、日本語を教えていた事

例がある。  

 

高等教育 

 国立ドドマ大学でのみ、公式に日本語教育が行われているが、現在は日本語の授業は開講されていない。日本

語主専攻プログラムは 2013 年に 1 期生を、2015 年に 2 期生を、2016 年に 3 期生を輩出している。また、2014

年及び 2015 年には、日本政府（文部科学省）奨学金日本語・日本文化研修留学生として各 1 名ずつ訪日した。
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卒業後、日本関係の職に就くことは非常に難しく、中等教育機関の教員になる場合や、再度高等教育機関に進学

する場合が多い。  

 

学校教育以外 

 日本語教育の実施は確認されていない。  

 

3.教育制度と外国語教育  

教育制度  

教育制度  

 幼児学校 2 年間、初等教育 6 年間、前期中等教育 4 年間、後期中等教育 2 年間、高等教育（大学に相当）3 年

間以上。2016 年より、初等教育及び前期中等教育は、授業料が無料になった。  

 

教育行政 

 教育・職業訓練省が管轄。  

 

言語事情  

 公用語はスワヒリ語と英語である。初等教育機関ではスワヒリ語で、中等教育以上では英語で教育が行われて

いる。公的な文書は英語で書かれることが多い。スワヒリ語と英語に加え、現地語としてさまざまな民族語が使

われている。アフリカ諸国の中では識字率が高い。  

 

外国語教育  

 初等教育はスワヒリ語で行われ、英語は必須科目となっている。中等教育からはすべて英語で行われ、中等教

育ではスワヒリ語は必須科目となっている。第二言語としてフランス語、アラビア語、中国語が教えられている

中等教育機関が存在する。  

 

外国語の中での日本語の人気 

 文化会館を有しているフランス、ドイツ、ロシア、中国と比べて学習者は少ない。特に中国は、ドドマ大学、

ダルエスサラーム大学にて孔子学院を開設しており、各大学とも講師約 10 名、選択科目として数百名の生徒が

履修しており、急速に裾野を広げている。韓国語については、ドドマ大学にも主専攻プログラム及び選択科目が

あり、また、タンザニア各地にいる韓国人キリスト教関係者が教会で韓国語を教えているケースがある。  

 

大学入試での日本語の扱い 

 大学入試で日本語は扱われていない。  

 

4.学習環境  
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教材  

初等教育 

 日本語教育の実施は確認されていない。  

 

中等教育 

 タンザニア各地の中等教育機関に派遣されている JICA 海外協力隊員がインターネット上の情報などをもとに

日本語を教えていたこともある。  

 

高等教育 

 国立ドドマ大学では、JICA より提供された活動支援技術図書：『初級日本語 げんき』坂野永理ほか（ジャパン

タイムズ）、『Japanese: The Spoken Language』（Yele University）の他、これまでの JICA ボランティアや日本

財団などから寄贈された図書が利用できる。  

 

学校教育以外 

 日本語教育は実施されていない。  

 

IT・視聴覚機材  

 ドドマ大学では、JICA より提供されたコンピューター・プロジェクター・スピーカーを用いている。  

 

5.教師  

資格要件  

初等教育 

 日本語教育の実施は確認されていない。  

 

中等教育 

 日本語教育は公的に実施されていない。  

 

高等教育 

 ドドマ国立大学に 2009 年度に JICA 海外協力隊員 1 名が短期派遣された。日本語専攻が開設された 2010 年度

より、JICA 海外協力隊員 1 名が 2 年間、2012-2013 年度は JICA 短期シニアボランティア 1 名、2013-2014 年度

は長期及び短期シニアボランティアが 1 名ずつ、2014-2015 年度は長期及び短期シニアボランティアが 1 名ず

つ、2015-2016 年度及び 2017-18 年度は、JICA 海外協力隊員 1 名ずつが派遣された。しかし、2020 年 3 月に新

型コロナウイルス感染症の流行を受け、それまで派遣されていた JICA 海外協力隊 1 名が帰国して以降、2021 年

度秋学期からの日本語の授業は開講されていない。 

なお、現在新型コロナウイルス感染症の影響で派遣が停止されていた JICA 海外協力隊については、JICA がタ

ンザニア政府との協議を終え、今後、順次再派遣を行っていく予定であるものの、2023 年段階では、ドドマ国立
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大学への再派遣のめどは立っていない。同大学が自ら日本語教育に対して必要な人員及び予算の手当てを行える

見込みは極めて低く、同大学での日本語教育は今後不透明となる。 

 2016 年に日本語主専攻プログラムを卒業した学生 1 名が今後 Tutorial Assistant として雇用されることを希望

しているが、いまだに雇用は実現していない。同卒業生は自宅にて日本語のプライベートレッスンを行っていた。 

 

学校教育以外 

 日本語教育の実施は確認されていない。  

 

日本語教師養成機関（プログラム）  

 日本語教師養成を行っている機関はない。 

  

日本語のネイティブ教師（日本人教師）の雇用状況とその役割  

 JICA 海外協力隊員 1 名（任期：2021 年 4 月まで）が日本語教育を行っていたが、2020 年 3 月に新型コロナ

ウイルス感染症の流行を受けて、同 JICA ボランティアが帰国して以来、ネイティブ教師は不在となっている。  

教師研修  

 現職の日本語教師対象の研修はない。  

 

6.教師会  

日本語教育関係のネットワークの状況  

 タンザニア国内の日本語教育関係のネットワークはない。ケニア日本語教師会（JALTAK）を中心に東アフリカ

日本語教育関係者のネットワークが構築されており、今後の発展が期待されている。 

 毎年 8 月頃に行われている東アフリカ日本語教育会議には、エチオピア、スーダン、ケニア、タンザニア、マ

ダガスカルなどから日本語教師が参加しているが、2017 年度はドドマ大学の卒業生が初めてタンザニア代表と

して参加した。2019 年 2 月にエチオピアのアディスアベバで実施された第１回アフリカ日本語教育会議には、

ドドマ大学の日本語履修学生（当時：2019 年 11 月卒業）及びドドマ大学日本語主専攻の卒業生（2016 年卒）

が参加した。  

 

7.日本語教師派遣情報  

国際交流基金からの派遣  

国際協力機構（JICA）からの派遣 

 JF、JICA からの派遣は行われていない。 
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その他からの派遣  

 （情報なし）  

 

8.シラバス・ガイドライン  

 統一シラバス、ガイドライン、カリキュラムはない。  

 

9.評価・試験  

評価・試験の種類  

 共通の評価基準や試験はない。 

  

10.日本語教育略史  

2009 年 10 月  国立ドドマ大学人文学部に日本語講座が開設  

2010 年 10 月  国立ドドマ大学人文学部に日本語専攻が開設  

2013 年 11 月  国立ドドマ大学人文学部日本語主専攻プログラム 1 期生卒業  

2014 年 9 月  国立ドドマ大学人文学部日本語主専攻プログラムの学生が日本政

府（文部科学省）奨学金日本語・日本文化研修留学生として訪日  

2015 年 9 月  国立ドドマ大学人文学部日本語主専攻プログラムの学生が日本政

府（文部科学省）奨学金日本語・日本文化研修留学生として訪日  

2015 年 11 月  国立ドドマ大学人文学部日本語主専攻プログラム 2 期生卒業  

2016 年 11 月  国立ドドマ大学人文学部日本語主専攻プログラム 3 期生卒業  

2017 年 2 月 第 1 回ドドマ大学日本語スピーチコンテストの開催 

2018 年 2 月 第 2 回ドドマ大学回日本語スピーチコンテストの開催 

2020 年 10 月 2020 年 3 月日本語担当教員（JICA ボランティア）が帰国、して教

員が不在となり、選択科目としての日本語が開講されなくなる。 

 

 

情報更新についてのお願い  
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この国の日本語教育に関する情報がありましたらお知らせくださるようお願いいたします。 

なお、内容の確認のため、こちらからご連絡する場合もあります。 

E メール：kunibetsu＠jpf.go.jp 

（メールを送る際は、全角＠マークを半角@マークに変更してください）  

 

 


